
第 3回社会保障審議会介護給付費分科会介護事業経営調査委員会
日時 平成24年 12月 4日 (火)0:00～ 12:00
場所 如水会館  (ス ターホール (2階 ))

社会保障審議会介護給付費分科会

介護事業経営調査委員会 (第 3回 )議事次第

日時 :平成24年 12月 4日 (火 )
9:00か ら12:00ま で
於 : 如水会館「スターホール」

議 題

1.介護サービス施設・事業所が行う高額投資に係る消費税負担の実
態調査の実施について      ―
2.関係団体ヒアリングについて
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第3回社会保障審議会介護給付費分科会介護事業経営調査委員会

24:12 4

◎

介護保険サービスに関する消費税の取扱いについて

O 「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税
法の二部を改正する等の法律Jの成立に伴い、今後、消費税率の引上げが行われ

ることを踏まえ、現在、介護保険サービスに関する消費税の取扱いについて検討

を行っている。                           .

0 この法律では「医療機関等の仕入れに係る消費税については、診療報酬等の医
療保険制度において手当をする」とされており:介餞報酬でも、これまでの消費
税引上げ時等の診療報酬における対応と同様の対応を行う場合、平成25年 7月
に実施予定の介餞事業経営概況調査で、各サービスの人件費割合、非課税品目等

のデータを取得し、改定率の検討を行う必要がある。

O また、現在、医療保険側では、医療機関等が行う高書な投資に係る消費税の負
担の状況について翻

=を
行い、その対応についても横計することにしている。介

護保険でも、医療のような高額の投資の有無を含めた検証が必要となる。

O このため、医療保険側と同様に高観な投資に係る消費税の負担について調査を
行いつつ、今後の対応を検討していくこととし,まずは、関係団体ヒアリング及
び医療と同様の高額な投資に係る部分の実態調査を実施する。(平成 24年 9月 の

介餞事業経営情査委員会と介護給付費分科会で了承済)

○ 今回の介護事業経営調査委員会では、高額な投資に係る部分の実態調査で使用
する調査票の説明と関係団体のヒアリングを実施する。

氏 名 現 職

池 田 省 三 地域ケア政策ネットヮーク研究主幹

田 中  滋 慶応義塾大学大学院教授

千 葉 正 展 独立行政法人福祉医療機構経営支援室経営企画課長

藤 ォ 賢一郎 日本社会事業大学専門職大学院准教授

堀 田 聴 子
独立行政法人労働政策研究・研修機構人材育成部門研
究員

村 川 浩 … 日本社会事業大学教授

渡 部  博 公認会計士渡部 博事務所

五十音順)



3回 2

介餞サービス施設 :事業所が行う高額投資に係る消費税負担の実態調査

の実施について (案 )

介護保険サービスにおける消費税課税の状況を把握するため、以下の基本的な考え方に

沿つて実態調査を行つてはどう力、

調査の目的

介壊保険サービスにおける高額投資に係る消費税の取扱い等について、検討を行う

ための基礎資料を得ることを目的とする。

2 調査の方針
中央社会保険医療協機会診療報酬調査専門組織 (医療機関等における消費税負担に

関する分科会)において、医療機関等の行う高額投資に係る消費税負担の状況につい

て調査を行う予定となっていることを踏まえ、本調査においても同様に、介護サービ

ス施設・事業所が行う高額投資に係る消費税負担の状況について把握することとする。
「高額投資」については様々な考え方があり得るところであるが、本調査において

は、今後の介護事業経営調査委員会等における「高額投資」への対応についての議論

のベースとなるデータを、できる限り幅広く把握することが本来的には求められてい

る。他方、調査項目が多くなり過ぎると、調査票べの口答率が低下し、十分な回答数

を得ることができなくなるおそれがある」

以上のような制約があることを踏まえ、本調査におけるデータ人手方法は以下のと

おりとする。                          '
介護サービス施設・事業所に対して、0直近の事業年 (度 )に係る固定資産台帳の

データ、②調査票に対する回答、の提出を依頼する。

固定資産台帳のデータから得られる情報は本調査の受託業者が整理・集計すること

とし、本調査において必要なデータはできる限り固定資産台帳のデータから入手する。

介硬サービス施設・事業所Iご対し回答の記入に係る作業負担を求める調査票で取得す

る情報は、固定資産台帳から得られないもののみに絞り込む。

3 調査スケジュール
(1)調査開始時期

平成25年 1月 を予定

(2)調査受託業者から厚生労働省に対する報告時期

駒成25年 ,月 末を目途

4 調査対象及び客対数

※ 事業所数は介護給付費実態調査月報 〈平成 24年 6月 審査分)(厚生労働省大臣官

房統計情報部)における請求事業所数

調査方法

(1)直近に終了した事業年 (度)の固定資産台帳から調査対象サニビスに係る固定資
産及び併設サービスとの共用の有無を特定した上で、原員1エクセル形式での提出

を求め,過去 5年のうちに取得した固定資産を抽出する。
(2)そ の他の調査内容については、調査票による調査とする。

調査対象サービス 事業所数 客体数

介護者人福祉施設 6,509

介護老人保健施設 31896

介護療養型医療施設 1,718

訪間介護事業所 (介護予防を含む) 28,865 200

訪問入浴介護事業所 (介護予防を含む) 2,294

訪間看護事業所 (介護予防を含む) 7,933

通所介護事業所 (介護予防を含む) 32,369

短期入所生活介護事業所 (介護予防を含む) 8,465 200

特定施設入居者生活介護事業所 (介護予防を含む) 3,875 200

福祉用具貸与事業所 (介護予防を含む) 6,715 200

定期巡回・随時対応型■間介護看護事業所 29

夜門対応型訪問介護事業所 100

認知症対応型通所介護事業所 (介護予防を含む) 3,628 200

小規模多機能型居宅介護事業所 (介護予防を含む) 3,712 200

認知症対応型共同生活介護事業所 (介護予防を含む) 11,654 200

地域密着型特定施設入居者生活介護事業所 (介護予防を含む)

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業所

居宅介護支援事業所 (介護予防を含む) 34,340

計 18サニビス 4,109



6 調査項目
(1)固 定資産台帳から取得する情報

(2).調査票で取得する情報

① 基本データ

項 目 理 由

資産の一件当たり取得価

額 (過去5年の年度別)

「高額投資」の対象範囲について、単純に資産の取得価額によ

つて「区分」することの是非が議論される可能性があるため。

資産の総取得価額 (過去5

年の年度別)

「高額投資」の対象範囲について、収益額に対する資産の総取

得価額によつて「区分」することの是非が議論される可能性が

あるため。       
｀

資産種別 (※)ごとの資産

の取得価額 (過去 5年の年

度別)

※「建物J「構築物」「器械備品J

「ソフトウェアJ「車両J等

f高額投資」の対象範囲について、固定資産台帳に掲載されて

いる資産剛 1に着目して「区分」することの是非が議論される

可能性があるため。

耐用年数ごとの資産の取

得価額 (過去 5年の年度

男ll)

「高額投資」の対象範囲について、固定資産台帳に掲載されて

いる耐用午数に着日して「区分」することの是非が議論される

可能性があるため:

按分手法について (案 )

1 必要性
調査対象施設・事業所において複数のサービスを提供している場合、保有する資産

等を複数のサービスで共用していることが考えられることから、固定資産等を抽出す

る上で、調査対象サービス以外での使用についても考慮する必要がある。

2 対応方法
平成 13年 3月 28日付老振発第 18号通知「介護保険の給付対象事業における会計の

区分についてJにおいて、介護サービス施設・事業所における会計処理の方法等を示

している。そのうち、「減価償却費」及び「経費」の接分方法は以下のとおりとなって

おり、本調査でもその手法を採用する。

具体的には、調査票において、建物の延べ床面積及び調査対象施設・事業所が提供

する全てのサービスの延ぺ利用者数を把握し、建物については延ぺ床面積割合、介護

用機器等については延ぺ利用者数割合によつて接分することにより、調査対魚サービ

スにかかる資産の取得価額等を算出することとする。

(参考)「介護保険の給付対像事業における会計の区分について」(抜枠)

減価債却費 建物減価償却費

建物附属設備減価償却費

構築物減価償却費

建物床面積割合により区分。

(困難な場合は、延利用者数割合により按分)

医療用器械備品減価償却費 使用高割合により区分。  、

(困難な場合は、延利用者数割合により被分)

車両船舶減価償却費 使用高割合により区分。

(困難な場合は、延利用者数割合により按分)

その他の器械備品減価償却

費

使用高割合により区分。

(困難な場合は、延利用者数割合により按分)

その他の有形固定資産減価

償却費

延利用者数割合により按分。

経費 賃借料

螂代家賃等

賃貸物件特にリー
^物
件については、その物

件の使用割合により区分。

(困難な場合は、建物床面積割合により按分)

項目 理由

総収益額、介護事業収益

額、介護報酬収益額 (直近

の3事業年度)

「高額投資」を特定するための線引きが、収益額に対する資産

の総取得価額の割合等とされる可能性があるため。

② .設備投資の状況

項目 理由

取得した建物の保有状況

(過去 5年の年度別)

建設費について、標準的な価格を設定し、対応の上限とする考

え方によう議論される可能性があるため。

介護用機器等の保有状況

(過去 5年の年度男D

「高額投資」の基準を設ける際に、介護用機器等の分類に着目

して「区分」される可能性があるため。

リース・賃貸契約により保

有する資産の状況 (過去 5

年の年度別)

固定資産台帳では把握できない「投資的J経費について、「高

額投資」に関する措置の対象とするかどう力端論される可能性

があるため。

費用処理 (建物・附属設備

修繕)の状況 (過去 3年の

年度別)

固定資産台帳では把握できない「投資的」経費について、「高

額投資」に関する措置の対象とするかどうか議論される可能性

があるため。

補助金等を利用した設備

投資等の状況 (過去 5年の

年度別)

消費税の実際の負担額を明確にする観点から、補助金を利用し

て取得した資産等についての対応に関して議論される可能性

があるため。



介護サービス施設・事業所繊
ω
備投資に関する調査

(1)平虚 4年 3月末までに終了した直近の暮業年 (度)を記入してください。

勁□ 年□ 月～"□年□ 月
調査票

調査対象サービス 〔○○○】

(2)峰理方式について、該当する晋詈一つにOをつけてください。

田
‐ ||~

※ 次買以降の間について、選択した経理方式に従つて金額等を8己入してください。

(3)消費税申告の状況について、該当する番号二つにOをつけてください。

１

　

２

申告している

申告していない

(4)収益について記入してください。

ヽ
、
、

前々々事業年 (度) 前々事業年 (度 )
直近の夢業年 (度 )
(前夢業年 (度))

絶臨 額 円 円 円

介護事業収益額 円 円 FB

|う
ち食贅収益 円 円 円

|う
ち居住費収益 円 円 円

介護報酬収益額
く利用者負担含む) 円 円 円

※ 総収益額は、介醸事業収益、介腫夢業外収益、臨時収益等、詢査対象サービスにおける
全ての収益を記入してください。

※ 食費収益、居住費収益には特定入所者介護サービス費 (補足給付)を含めた額を記入してください。

【介護者人福世施設、介護者人保健施設、短期入所生活介護、特定施設入居者生活介護、

小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密替型特定施設入居者生活介腱、

地域密種型介護者人福祉施設入所者生活介護のみ】

(5)入所定員等の状況 (平成24年 11月 30B現在)につし`て8己入してくださしヽ

||1 人
、

【倉護療姜型医療施設のみ】

(6)病床数の状況 (平成24年 11月 30日現0に つしヽて記入してください。

病院全体の病床数
 17ら雲優嬬築猥

用の
|う
ち
倉要層案爾
用め

下の (1)～ (5)に必すご記入をお願いいたします。

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

電 話 番 号 :

FAX番 号 :

Eメールアドレス 1 @

回 笞 担 当 者 : ご氏名 (役職 :

調査対象サービスの活動状況 (平成●年●月●日時点)

(下の1～ 3のいずれか1つにO)

(平成25年○月0日までに投函をお願いします)



【訪問介護、訪間入浴介護、訪間看護、通所介護、福祉用具賞与、定期巡回 随B寺対FJ型訪間介謹琶護、

夜間対応型訪間介護、認知症対応型通所介護、居宅介護支援のみ】

(7)延べ利用者数の状況 (平成24年 11月中)について記入してください。

| | 1 
人

(8)平成25年 1月 1日時点において、同一又は隣接の敷地内で運営しているすべてのサービスについて、

平成24年 11月中の延べ利用者数を記入してください。 (※は介護予防を含む)

サービス 延べ利用者数 (平成24年 11月中)

1 介護者人福71施設 人

2 介護老人保健施設 人

3 介議療姜型医療施設 人

4 誌間介護 (※ ) 人

5 訪間入浴介護 (※ ) 人

6 訪間雷護 (※ ) 人

7 訪問リハビリテーシヨン (※ ) 人

8 通所介譲 (※ ) 人

9 通所リハビリテーシヨン (※ ) 人

10短期入所生活介饉 (※ ) 人

11短期入所療景介護 (※ ) 人

12特定施設入居者生活介護 (※〉 人

13 福祉用員賞与 人

14 定期巡回 随時対応型訪間介護薔護 人

15 夜間対応型訪間介篠 人

16 認知症文J応型通所介議 (※ ) 人

17 小規模多機能型居宅介護 (※ ) 人

18 認知症対応型共同生活介護 (※ ) 人

19 地域密着型特定施設入居者生活介議 人

20 地蛇 彗型介饉老人福祉施設入所者生活介麟 人

21 複合型サービス 人

22 居宅介護支援 人

23 介讃予防支援 (地域叡括支援センター) 人

(1)取得 (新築または譲渡)した建物の保有状況 (固定資産台幅に掲劃さIInているもの)

固定資産台帳に掲載されている建物のうち、直近の5事業年 (度)中にllR得 した建物資産の

保有状況について、該当する番号一つにOをつけてください。

また、「1.保有している」を選んだ場合は、その詳細を以下の言己入欄に:己入してください。

１

　

２

保有している

保有していない

※固定費産台帳上の情報を記入してください。台帳上に整理番号がない場合は「二」を83入してください。

※取得価額、工夢契約金額は、間1(2)で選IRした経理方式に従つて記入してください。
※補助金・助成金等のうち、僣入金の償還補助については、受け入れ済みの補助額と、

今後受け入れが予定されている補助額の合計額を記入してください。

No 補助金 助成金等の名称 補助金・助成金等の交付団体 取得区分

例
地域介護 .福祉空間整備等
施設整備交付金

OO市/町/村 1

例 ▲▲▲助成金 △△財団 2

1

2

3

4

5

「2.It演」のうち、該当する番号を記入してください。

No 資産番号 資産名称
取得
年 (度)

取得価額
(円 )

工事契約金額
(円 )

当該建物の
延ぺ床面積
(耐)

うち補助金 .

Al成金等の碩
(円 )

うち其用
部分の延
べ床面積
(耐)

例 19001 施設 2007 300Ю0000Э 1(X)C(X)000 3∞00Э.000 20,000 10000 100

例 22001 職員宿含 2010 25αχ)∞Э 50001m 2500Э ,000 2,000 501 10C

1

2

3

4

5

※取得区分は、「 1 新築」



(2)介副電機露、医療機器、調剤用機器の保有状況 (固定資産台帳に罐m六れてぃるもの)

固定資産台帳に掲載されている資産のうち、別添の機器分類表に該当し、かつ

直近の53業年 (度)中に取得したものの保有状況について、該当する番号一つに0をつけてくださしヽ。

また、「 1.保有している」を選んだ掘合は、その詳細を以下の3己入欄に記入してください。

:   (注 1)複数の機関が一体として利用されるような場合は、それらをまとめて記入してください。    |

:       その際の機器分類については、主たる機器の機能に従つた分類を記入してください。      |

:   (注 2)1台あたりの取得価額が100万円未満の同一資産が同一年 (度)に複数ある場合には、    :
:       取得価額の合計額をまとめて記入してもかまいません。その場合は合計数量を記入してください。|

|  (注 3)複数の資産について、補助金・助成金等が交付されている場合は、              |
|      , 各資産の取得価額で按分した額を記入してください。                     |

１
．
　

２

保青している

保有していない

※資産薔詈、資産名称は固定資産台II上の情報を記載してください。

台帳上に整理番号がない場合は「―」を記入してください。

※取得価額は、間1(2)で選択した経理方ゴに従つて記入してください。
※補助金・助成金等のうち、借入金の償還補助については、受け入れ済みの補助額と、

今後受け入れが予定されている補助額の合計額を83入してください。

※機器分類は、別添の分類表から、該当する番号を選択して記入してくださし`。

※取得方法は、「 1.購入」、「2 リース契約」、「3 その他」のうち該当する番号を記入してください。
※共用区分は、「 1.共用している」、「2 基用していない」のうち:亥当する奮号を記入してください。

No 補助金 .助成金等の名称 補助金・助成金等の交付団体

例 地域介饉 福祉空間理鶴い 金 〇〇市/町/村

例 ▲▲▲▲▲ 財団法人△△△

例 ■■■■■ 財団法人ロロロ

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

No 資産番号 資産名称
取得年
(度)

取得価顔 (円 ) う聯 認
成金機器
分類
取得
方法
数■
用
分
共
区

例 19002 送迎用ワゴン車 2007 303,000 1.∝ン,000 4 1 1 1

例 21003 絃 0123 2勘 5CЮЮ,000 100000 5 1 25 2

例 19005 浴槽―式 2007 2(X■)000 500,000 6 1 1 1

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10



(3)リース 賃貰契約により保有する資産の状況 (固定資産台帳に旧覇
'六
カていか,ヽもの)                      (4)費 用ll理 (建物 附属設備修繕)の状況 (固定資産台帳仁福誼きわてしヽたしヽもの)

平成●年●月OB現在、U―ス契約 (再リース契約を除く)叉 よ賃賞契約により保有している建I12 物品のうち、             直近の3事業年 (度)中に行った建物及び附属設備資産に係る修糸きのうち、
直近の5事業年 (度)中に契約し、かつ固定資産台帳に掲載されていないものの保有状況について、                   減価償却せす (固定資産台帳に掲載せず)経費処理したものの保有状況について、

該当する番号一つにOをつけてください。ただし、土地、有価証券等の消費税非課税のものは除きます。                 該当する番号にOをつけてください。

また、「 1.保有している」を選んだ場合は、その詳細を以下の記入欄に記入してください。                      また、「1.保有している」を選んだ場合は、その詳細を以下の記入欄に6‐3入してください。

■

　

２

保有している

保育していない

フアイナンス・リース契約によるもの

※支払リース料総額、支払質資料総額は、●月●B現在締結している契約条件において、全契約l10間中に支払うことと

している支払総額を記入してください。金額は、間1(2)で選択した経理方式に従って記入してください。

※建物については延べ床面積を記入してください。

※物品については、別添の機器分類表から該当する番号を選択し、機器分類欄に記入してください。

※共用区分は、「1.共用している」、「2.共用していない」のうち該当する番号を記入してください。

※フアイナンス・リース契約について、リース会社等からの明細から明らかにならない取31については、

以下の3つの条件の全てを満たす契約を記入してくださしヽ

①蠅線資産を貴施設 (事業所)が選定し、②リニス会社等が貴施設 〈事業所)に代わつて購入し、

③購入額と同程度のリース料総額を支払つて、貴施設(事業所)が使■している。

1 保有している

2.保有してしヽない

※金額は、間1(2)で選択した経理方式に従つて記入してください。
※補助金 助成金等のうち、僣入金の償還補助については、受け入れ済みの補助韻と、
今後受け入れが予定されている補助額の合計額を記入してください。

1ヽハ 補助金 助成金等の名称 補助金・助成金等の交付団体

例 ●●00● OO県

1

2

3

4

5

No 建》  物品の名称 数■
支払リース料
総額 (円 )

契約年 (度 )
リース
期間

の
積
物
面
♭

建
床
耐

該
べ
く

当
延

器
類
機
分 期齢

うち調査
対象サー
ビスにか
かる延ベ
床面積
(nf)

うち共用
部分の延
べ床面積
6哺,

例 コピー機 2 100,000 2009年 4月 3年 1

1

2

3

修繕の内容 契約年 (度)
契約金額
(円 )

当該建物の
延べ床面積
(ぶ )

うち補助金・
助成金等の願
(円 )

秘叫̈
中耐ω

うち其用
部分の延
べ床面積
(M)

例 建物の外壁補修 2010年4月 500QO∞ 1,000,000 20,000 10000 100

1

2

3

4

5フアイナンス・リース契約以外のリース契約、レンタル契約及び質貸僣契約等によるもの

No 建物・物品の名称 数■
支払貫料
総額 (円 )

契約年 (度 ) 契約FJ間
当該建物の
延べ床面積
(ポ )

機器
分類
用
分
其
区燕叫̈

螂耐①例 建物 1 20,000,000 2010年 3月 舞 1

1

2

3



番
=

分類名 分類内容

1 移動機器 (車いす等)
手瓢早いず、軍い,関連用昴、電厠摯いす、電動三||・ 電動Lu輛
壼 =

2 移動機薔 (リフト3) ストレッチャー等移動88具、移乗補助機器、床走行リフト、固定
式・据置式リフト、介助 .歩行補mロポット 薔

3 福祉車両・送迎月車両 車いす等福祉車両、入邁日特殊車両 等

4 業務用車両 福祉施設等業務用自動車 等

5 ベット用品 ベット、マットレス、床ずれ防止製品 等

6 入溜電品 特殊浴槽、浴相、入浴用チェア、浴槽台、入浴用リフト 等

7 トイレ周品 ポータフルトイレ、便器・便座 等

8 リハビリ・介腱予防機彗 歩行薔IIl練機器t'ハビリ周教材・機器、筋カトレーニング機
器、身体機能 ll l饉機器、その他ハ 3の機能 向上に薔する機器  等

9 調理 ED具 キッチン、肥 器 等

10 住宅環境設備
臓層薇・ 籠蹂鳳 火理報刺駁備、ロコ絹X表口、面扱・燿疑層
品、自嵌発a・ ヨ電蟻 置 書

懇染症等予防用品 空気清浄機、ll猥楓 消奪器 等

12 情報機器 福祉事業開遠コンピユータシステム 等

機薔分類表         ・

0介腱用機器分類表 治療用又は手術用機器

その他

0医療機器分類表

薦像診断システム

菫臓診断用X緯関連装置及J電興

番号 分類名

401 治療用粒子わo速装置

402 放射線治療用閲通装置

403 レーザー冶療冊及び手術用機器

404 ハイパーサーミフ装置

d05 結石破砕装置

406 その他

歯翻電機器

番号 分類名

OЭl 歯科用ユニット及び関連器具

502 れ 他

番
=

分類名

601 生体現象81m・ 監視システム

602 処置用機器

603 施設用機器

604 主体機能補助・代行機器

0" 鶴製器具

606 家庭用医療機器

607 その他

番号 分類名

101 診断用X線装置

102 歯利用X餘装ロ

103 医用XttCT装置

104

105 臨気共哺固崚診断装目

106 診断用X線画像処理装置

107 主要構成ユニット

108 その他

器 分類名

201 X線防饉用具

202 その他

0調剤用機器分類表

器 分類名

701 薬袋発行機

702 調剤監査システム

703 電子薬歴

704 分包機 (散剤、錠剤、水剤等)

705 全自動錠剤包装機

706 調剤台 (錠剤、水剤、散剤、潤剤棚等)

707 クリ=ンベンチ (安全キャビネット等)

708 その他調剤用機器、設腐

EIB樹本検査機88

薔
=

分類名

301 検費用核医学装置

302 医用検体前処理装置

303 m■検査装置

304 尿検査装置

3C15 その他
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消費税負担に関する関係団体ヒァリング・実施要領について

1.趣旨

消費税率号l上げに伴い、介護保険サービスに関する消費税の取扱い等に

ついて検討を行うため、医療機関と同様、介護サービス施設 .事業所にお

いても、高額投資に係る消費税負担の状況について実態調査を行うことと

している3

このため、介護事業経営調査委員会において、調査対象サービスに係る

関係団体等に対して、実態調査の調査内容や消費税負担の現状等について

ヒアリングを実施する。

2 ヒアリング項目
① 「介饉サTビス施設・事業所の設備投資に関する調査」(案)に関すること
② その他、消費税引上げへの対応に関する意見 (ただし議論は行わない。)

3 ヒアリングの実施方法
・ 事前に各団体から提出された意見陳述要旨を資料配付し、これに沿つてヒ
アリングを行う。

・ 意見陳述は書面提出のみでも可とし、書面提出のみの団体については、当
日配布資料に含め事務局から紹介する。

・ 各団体からの意見陳述がひととおり終了した後、必要に応じて委員から陳

述内容に関して質問を行う。

4 意見陳述の概要
・ 今回、ヒアリングの実施に係る事前の照会に対して意見有りと回答しt
意見陳述を行う団体は、全国老人福祉施設協議会、全国老人保健施設協会、

日本慢性期医療協会、民間介護事業推進委員会、全国特定施設事業者協議

会、日本認知症グループホーム協会、日本医師会、日本看護協会、全国健

康保険協会、健康保険組合連合会、全国訪間看護事業協会、日本福祉用具

供給協会、日本歯科医師会である。

※1 日本医師会については、後日、書面提出の予定。

※2 日本看護協会、全国健康保険協会及び健康保険組合連合会については、
書面による意見提出のみ。

※3 全国訪問看護事業協会、日本福祉用具供給協会及び日本歯科医師会に
ついては、意見調整中。

・ なお、全国社会福l■施設経営者協議会、全国小規模多機能型居宅介譲事業
者連絡会、日本介餞福祉士会、日本介護支援専門員協会、全国知事会、全国

市長会、全国町村会、千葉県国民健康保険団体連合会、日本経済団体連合会、

全国老人クラブ連合会及び日本労働組合総連合会については、照会に対して

意見なしと回答があった。



消費税負担に関する関係団体ヒアリング出席者名簿

24.12 4

団 体 名 出席者 (敬称略)

全国老人福祉施設協議会
介護保険事業経営委員会委員長

桝田 和平

全国老人保健施設協会
副会長

内藤 圭之

日本慢性期医療協会
副会長

安藤 高朗

民間介護事業推進委員会
代表委員

山際 淳

全国特定施設事業者協議会
代表理事

市原 俊男

日本認知症グルTプホーム協会
副代表理事

武久 ―郎

日本医師会
常任理事

二上 裕司

消費税負担に関するビアリング用資料・

平成24年 12月 4日

1。「介護サービス施設・事業所の設備投資に
関する調査」に関すること。

1



(1)調査対象について

(要望)

①介護老人福祉施設、短期入所生活介護事業所、
地域密着型介護老人福祉施設にづいては、「従来
型」と「ユニット型」に区分していただきたい。

②在宅サービスについては、「単独型」と「施設併設
型」に区分していただきたい。 ●

③調査票(案 )‐「1.基本データ」について

(要望 )
○ (1)～ (3)は法人に係る情報、(4)～ (8)は施設・事業所に係る情報
であるため:基本データを法人と施設・事業所にわかりやすく区分し

‐
C

いただきたい。
0(4)の「総収益額」:「介護保険事業収益」、「介護報酬収益額」等の

高馨F、
旧
↑
計基準の
「
称|千合わせていただきた

い。(※欄の
1甲
|

(確認)

o法人基本データとして、法人格に関する記入が必要ではないか。
O(1)は、平成23年度に限定できないのか:決算月を調査したいのか。
O(4)の事業年度は、平成21年度、22年度、23年度にできないのか。

④調査票(案 )―「2.設備投資の状況」I亡ついて

○「取得価額」と「工事契約金額」の違いは何か。

○「床面積」は必要なのか。(同二拠点で運営している他の事業との技
分が正確に計算できない場合も有りうる。)   |

2凛鸞 爛Ъ]酬 素 断 起鑽 鶉 鷺 γ 鰻
械装置等|=属する各品目は取得年度ごとに固定資産台帳に記載され
ており、「施設」1行にまとめられないため:)

R想尉奮冒撃ξ清

=丁

ビスの場合、施設と事業所
|の
間
1按↑
して

3

(2)調査票 (案)について `

①調査票(案 )―様式J表紙について    :
(要望)
○「調査対象」区分ごとに、「調査票」を作成してぃただきたい。
O「施設名」、「施設種別」及び「地域区分」を記載していただきたぃ。
O「2.設備投資の状況」において、各表の「取得年(度 )」、「契約年
(度 )」の記入例を統一していただきたい。    ′
→「年度」記入か、「年月」記入か。「西暦」記入か、「和暦」記入か。

(確認 )

暑蹴

ス活動状
骨
」は必要なのか:休■

・廃止施設に調



2.その他、消費税引き上げへの対応に関
する意見

②社会福祉法人の消費税負担に係る現状

介護保険事業及び社会福祉事業は、現在、利用者に消費税を転嫁
できない非課税事業であり、これらのサニビスに係るコストの消費税は、
利用者から回収するのではなく、サービス提供事業者が負担する仕組
みとなうている。
社会福祉法人においてもt建物建築費、修繕費t高額介護機器等の
高額投資に係る消費税を法人が負担している。
収入(売上)は非課税、支出(仕入れコスト)は課税であることから、
「損税」が生じている状況である。

建物建築費等につぃて増税分が上乗せされることとなり、居住費等
で税分の差異が生じ、建物の整備時期による不公平が生じる。

(1)介護保険事業・社会福祉事業に関する
消費税の取扱いについて

①介護保険サ■ビスの消費税の取扱い

4

仕入れ業者

消費税

消費税分は介護サービス事業者が負担せざるを得ない

5



③消費税率引上げに係るコストヘの影響

※課税コスト増に伴い、介護報酬、利用者負担金収入の見直しが必要
※従来型極 ニット型では、介醸報酬と居住費で、差異が出てくる。
※食事〈給食)サ■ビスにおいて、直営と業務委託では差異が出てくる。

詢 月奢 ● ll゛

" 居住■ |

卜晨饉

菫輸 饉■ 二

翻 殿I_I………… 課競

雛祝

理

"饉税 鳳税

腱滉
………姜魏…

一般管理■

「
41■鷲癬 R:…………__ :量) ユニットコ,

RII_ 屎税

にの他

自定書凛

さ枷、構築場、糧綸・生■ 1菫 , 腱■

`ュ

ニット型,

′―ス資産 Iこよ

訥 ない部分)

◎今後の取扱い  .
今回の消費税率引上げにおいて:介護保険事業を従来と同様の扱
い(非課税事業)とする場合には、下記のような点について考慮した取
り扱いを願いたい。

◎消費税率引上げに伴うサービスコストの増大(損税の拡大)分は、

◎新たに整備する施設整備費や大規模改修費、高額な介護サー
ビス用の機器等にかかる消費税については、特別な扱いをもつ
、て、公平性を保つていただきたい。          ■

④全国老施協としての意見

oこれまでの取扱掛(非課税)
‐
消費税率弓i上げに伴い、高額投資に係る法人負担あ増大が見込ま
れる中で、医療保険サービス及び介護保険サービスに関する消費税
の取扱じЧこついて検討が進められている。

医療t福祉、介護等については、これまで社会政策的配慮のもと、利
用者負担軽減を図るため非課税とされてきた。

「社会保険医療」は国民の生命・健康の維持に直接関わるものであ
り、「介護保険サニビ不・社会福祉事業」は高齢者・児車・障害者・生活
困窮者等を対象とする事業であることから、税負担について国民の理
解を得にくいという理由で、非課税とされてきたものである。

6
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第3回社会保障審議会介護給付費分科会介護事業経営調査委員会l

_関係団体ヒアリング資:料
｀

△〓協設‐

‐

施
―

公益社団法 老人保健

老健施設に関する消費税取扱いの問題点について
調査票は大規模改修や高額医療機器等にもぃての調査であり、介護施設における消費税
負担について、日常的サービス提供に係る負担の状況を明確化するよう要望します。
(1)老健施設における医療に関わる消費税について

老健施設における医療に係る費用は介護保険に包括化されている
◆平成20年 3月介護事業経営実態調査では1        1
医薬品費・・・・・・  約7o9万円/年     |
医療材料費・・・・1・ ,  約474万円/年

合計 1:263万円/年 1  ~
(2)補足給付における食費・居住費に関わる消費税について

基準費用額 :食費1,380円 : 居住費(多床室)320円
(第4段階以上は消費税を転嫁することは可能という考え方はあるが)
補足給付の対象となる第1～ 3段階|ま老健施設の入所者の60%に達しており、
基準費用額のうち食材料費、給食委託費等の消費税については損税となっている。

(3)おむつ関連経費等も含めた老健施設の消費税の損税額は11施設あたり    :
600万円/年に達しており、施設経営は危機に瀕している。 _
平成20年介護事業経営実態調査における「おむう関連経費(購入‐リース・廃棄委託等費用)
は、約74フ万円4年。     ~
上記 医薬品費、医療材料費、食材料費、おむつをはじめとした衛生材料費等を合計するとt
消費税負担額は1施設あたり6oo万円/年で、介護報酬収入の約1.5%に該当する !

2                           
｀
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日慢協第 24=12号

平成 24年 12月 4日

厚生労働省老健局

老人保健課長

迫 井 工 深

消費税に関する要望書

饉啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます
` :

さて、■在、社会保障と税リー体改革の一環として、消費蘭率が平成 27年 10月 までに段

階的に 10%に引き上げられることが決定されました:これから2025年に向けて責に●齢

ィリ
ま加速し、社会保障の強化と持続性を、国民全体で支えていくための財源の確保が必要

であることは論を待つまでもありますん。しかしt今後の消費税率引き上げによる医療機

:関
の負■1に

対して嗜、過去の当費税導入
llt(30/●lや、5%への引き上げ時と同じく、主

:1診療報酬の上乗せで警消する方向性が慕|れています。社会保険収入に対する控除対象
外消費税について時、平成元年に0,76% 平成 9年に o′ 77% 診療報酬改定時に上乗せさ
れ、解決してきた事になってし

'ま
すが、実際にはt平成 16年度～平成i8年度までの社会

保険診療報酬改定で▲7196スの減額欧定が実施されてしもたゎ、想定のカロ算効果は事実上、

すでに消滅しています。  ,                           …

消費税ら増税にあたり、公平性t透明性を図つためにも、下記の要望項首についてご検

討くださいますようぉ願いいたします。

謹自

1 保険診療を課税とする

保険診療が課税にできない場合は、医療機器、甚療材料等については非課税とする
きⅧ離り繁踏1蹴諾慾艤蹴驚ム戴ゝ靭」
:千:を見裳襲[卜言賢警電』蒼F■

の事まであぅなら
|、
医療機言、医療材料等に

3 土地、建物 (賃借含)を非課税 (特例)とする              ′

医療は、公的な使命IFよ って国民に■供されており:その医療行為を行う場所とな
る土地、建物にっいては、非課税としていただきたぃ。

4.高額投資は 10万円メ上の資産とする             1
消費税の負担が資金繰りを圧迫しないよう、法人税法との調整を考え、決算後 1カ
月以内に申請し、還付は申請締切月の翌月とする:

5:消費税の使途を明確化する

療手董菫皐3量曇黛滉こ責:[じ達急進tl、露警[「P版イ
`|｀

そ崚途を
T

6.柔軟な消費税率を適用する

けていただきたぃ。      ヽ

7 他の税日の軽減をはかる
医療法人は非営利団体とされ、営利活動が禁しられているが、法人税では一般の企

:‐ t抵難堪螺T謝躍1蓮盤匙彙裏源暑範濃λ£盤85驚合
辱
し■としての消摯税の還付tど、医療法人に対する税制の見直しを検討していただ
きたい。

以上



社会保障審議会 介護給付費分科会
介護事業経営調査委員会

委員長 田中 滋  段
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2012年 12月 4日

民間介護事業推進委員会代表委員

(介護給付費分科会委員)

山際 淳

1 消費税率引き上げへの対応に関する意見 (案 )

(1)消費税率引き上げにより、事業者負担が増加する控除対象外消費税について、

負担を回避する何らかの対応策を講じて頂きたい。

介護保険サービ不については、福祉用具貸与・購入 (障害者用物品を除く)、

住宅改修など一部のサービスを除き、消費税については非課税取引となってお

ります。しかし、人件費を除く仕入れ部分は課税対象となっておら、現在そめ

消費税は、事業者が全額負担している状況にあります。負担金額は、現在め消

費税率5%でも事業経営に影響を及ぼすレベルとなっており、今後消費税率引
き上げが行なわれた場合、その負担金額が倍増 (5%→ 8%→ 10%)するこ
ととなり、事業経営に大きな影響を与えることとなります。

(1)上記の負担回避|,あたっては、適切な対応策の検討を行い、実施願いたい。

1費税季引き上げによる事業者負担の増カロを回避するための方策はいくつか
・

想定することができます。

①現在の医療保険制度と同様に事業者負担増カロ分に見合う金額を介護報酬で

上乗せする、          1
② 事業者負担の増加分を仕入れ舞除又は還付する (介護保険サービスを課税

対象取引としながらゼロ税率を適用する方法、非課税取引のまま仕入れ控

除又は還付を可能とさせる方法等)、

③ 介護保険サービスを課税対象とする等です。       1
ただし、これらについては、営利法人、公益法人など法人め性格の違い等に

よる税制上の措月の現状を踏まえた裸重な検討が必妻です。なお、これらの対

●策の実業にあたっては、利用者負担を増加させないよう、利用者の税額控除

を可能とさせる

"策

も合わせて実施することが必要と考えます。

(3)介護保険サービスの種類ごとに課税対象となる仕入れ部分の費用・投資部分
の比率は異なっており、サニビス種類ごとの実態|ご合わせた対応策として頂き

たい。         .
介護保険サービスごとに必要となる建物や設備・備品等の装備状況には違いが

あり、仕入れ部分の課税対象取引比率は大きく異なることとなります。これら、

介護サIビスごとの経営実態についでは、平成25年 7月実施予定の介諄事業経
営1311況調査で明らかにし、ヽ ヽ策に反映させることを求めます。

「第3回介饉事業経営調査委員会」

消費税負担に関する関係団体ヒアリングにおける意見

介護保険制度の下では、これまで多様なサービス提供主体が参入し、増大する介

護需要に対応しながらサービスの供給量を増大させてきています。とりわけ、在宅

介護分野における民間介護事業者からのサービス供給量は大きぃ状況にあります。

民間介護事業推進委員会 (「注」劃0は、民間の役割の増大とともに求められるサー
ビスの質の確保をはじめとした社会的責任を果たすべく努力しているところです。

今後、さらなる高齢化の進展の中で、高齢者ができる限り住み慣れたIL域で、在

宅を基本とした年■の継続を目指す地域包括タアシステムの構築を推進していくた

めには、増大する介護需要に的確に対応しながら1サービスの供給を量と質あ両面

から継続的、安定的に確保していぐ必要があります。これには介護事業者の経営の

安定化は必須であり:介護事業者それぞれの経営努力はもとより、制度や税制とい

った介護事業経営に関する環境整備も極めて重要となります。

この度の、消費税率引き上げについては、我が国ρ社会保障の安定化のために、

その必要性については理解するものの、介護事業の経営に対する影響も大きいこと

から、民間介護事業推進委員会としての意見を以下の通り申し述べます。



2「介護サ=ビス施設・事業所の設備投資に関する調査票」 (案)について
調査票については、「2 設備投資の状況Jの設Fp5文にっいて、わかりづらい
という意見が寄すられています。記入時 1子戸惑うことも想定されるため、そき
る限り
弓
角
:しゃす
い設問文として

!ヽ
た
,く
ことやヽ事業所側の状況を想牢して

記入例を増やすなど、配慮いただけるようお願い申し上げます。

以上

*注  「民間介護事業推進委員会」の概要               =

暴間の主体性に基づいた活動としてt下記の民間介護事業の関係中央団体が、

1廣[ξ』ξ蔓裾丁YfTT馨]?葎lttl毬
=、

「上を図るFPの方策争に
'【構成団体】 (順不同)
・社会福祉法人全国社会福祉協議会           ,
・ JA高齢者福祉ネットワーク               ,
:二般牡団法人日本在宅介護協会'             .
・日本生活協同組合連合会

・一般社苗法人 鳴甲事業者の質を高ある」全国介護事継 協議会
・特定非営利活動法人市民福祉団体全国協議会         「
。一般社団法人シル′ドニサービス振興会 (事務局)        ′
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~́ 
物件費の取扱い・

■     2012年 12月 4日
介護給付葦分科会介護事業経営調査委員会
二般社団法人 全国特定施設事業者協議会

代表理事 市原 俊男    ―

「介護サービス施設 :事業所の設備投資調査」に対する意見

特定施設入居者生活介護における



揚   麟
,サービス付き高齢者向けtL宅 :家賃0饒税》

食事に関する利用料
◆有料老人ホーム:食費(課税》        f
●ケアハウス:生活費《非課税》
◆トビス付き高齢者向け住宅:食費《課税》

介護以外のサービス利用料

隊 今臨 募蹴麟隅駅
》

●サーヒ・ス付き高齢者向け住宅:基本サヒ・ス費《課税》

i 介護保険サービス利用料
,有料者人ホーム:機税)
0ケア′ヾウス:《非課税》

1,午 Fス付帯 齢者向け住宅:《非課税》

・・  上乗せ介護費用
,有料老人ホームく課税》

|◆ケア小ウス:《非課税》
◆トビス付き高齢者向け住宅:《課税》

物件費《課税》

物件費《課税》

■人件費

物件費《課税》

人件費

人件費

中

I

2012年度改定における物件費の取扱いを踏まえた対応 |

物件費の消費税の値上lfに対し、
介離保険サービス利用料は、
消費税を値上げできないため、
収支が悪化します:(損税の発生)

地域区分単価の設定根拠となる
「配量義務のある職員の人件費」
の割合は、45%とされています。

1平成24年度介護報酬改定においては、介護職員の処遇改善の確保、物価の下落傾向、介護事業者の経営状
況、

欄 艦 響
進等を踏まえ班 い とす乙

   _ ―

改定率 +12%                .       `
在宅 +1:0%
施設 +02%

■平成23年 12月 21日 財務大臣・厚生労働大臣合意)

介護職員処遇改善交付金を介護職員処遇改善加算に変更したことに+2.0%要したため、
それ以外の部分は、■0.8%の改定率と言われています。



地域区分単価における人件費割合の見直し

11o00年度介護報酬改定にお|ヽ|:特彙話燎

“

島輌ば,単面通百1あス碑再籠轟 ンに詰千1fら五ました:|
響軍写lT邪:Ψ闘躙辟躙聯,椰甲17場]尋15ぶ意躊|,
1婁椰prt,IIが離し牲Ⅲり、■市部の↑重極軍事桑り摯堡の■ゆ1111111

:|:■ ||:11'

→ 都市部の介護報酬の実質的なり1き下げ

2b09年度介護報酬改定時資料

`介●●lII=●当=り
0●●●

'=し
0合体●とユ菫し餞つ■● >

2012年度介護報酬改定後

1餞地 2重地 3摯地
`級
地
`崚
地 3●地 その他

上彙せ割合 ,8% 15,● 12% 10% 6% 0% 0%

地城区分単価 1031円 1038円 1051円 1045円 1027円 1014円 10円

一般社団法人全国特定施設事業者協議会 2012124

5

介護の一単位の単価の地域格差

特定施設入居者生活介護における介護収入に占める直接人件費比率は、平均6917%となうており、
2009年に設定された「45%」は、現実とかけ離れた数値となつています。
(分子は、介護関係の人件費、分母は、介護報酬十分謹購員処遇改善交付金+上乗せ介護費用としています。)

平成22年特定施設経営概況 処遇状況等調査報告書 (2010年 12月 )

(参考)特定施設入居者生活

口地域区分別介護収入に占める直接人件費比率
0● 40∞ 3011● .

義
師

平均

●7"   ※「介護収入に占める直接人件費比率J
=直接人件費■介護収入 X100よ り算出。

760"  
※「直■人件費」は、看護師、准看護師、計画作成
担当者、介護福祉士の資格を有する介護職員、

“
7%   :介護損祉士以外の介護職員、機能訓練指導員、

生活相談員の各職種における給料・賞与等の

6ヽ%    全額の合計額より算出。

※「介護収入J

''¨

     以下の収入の合計額より算出
`

①介護一時金による収入(初期償却+月次償却)
②介護保険給付にょる収入
③介護職員処遇改書交付金
④介護保険以外の介護費用収入(上乗せ分)

申靡　
軸闘
乙墟

卜,7

モ0世ゆ崚
lt l震

●5∝未洒 口,い 0いぶ洒 ●6‐ 7嗜未
"●
,0-0■未■ ●0● 9■未粛 口,区は■

2009年 3月までの

特定施設入居者生活介護の

地域区分単価設定上の人件費比率
「60%」

地域区分単価設定上の人件費比率を
「事業所総収入に占める該当職員の
人件費」として設定

特定施設入居者生活介護の

地域区分単価設定上の人件費比率
「45%」

57 2%



参考 ) 護事業経営実態調査 (特定施設入居者生活介護)

平成23年 介護事業経営実態調査結果

※給与費の内訳が明らかではないので1この統計からはだ

.1鷲彗覇階
職旱拠還撃善交,書)に占める



平成 24年 12月 4日

: 消費税負担に関する意見陳述要旨

公益社団法人日本認知症グループホニム協会

1.「介護サービス施設・事業所の設備投資に関する調査」(案)につし`て

(1)調査の実施について

消費増税分にきめ細かな対応をするために、高額投資等に係る部分の実態調査を実

施することについては賛成である。適正な調査の実施によって、高額投資に係る適正

な基準が設定されることを期待する。                 .
(2)2 設備投資の状況について
① 介護用機器、医療機器、調剤用難器の保有状況 (固定資産台帳に掲載されてい
五もの  ―
介ilH機器分類表め分類内容については、二通り網羅された内容となつてい

る。

② リース・賃貸契約により保有する資産の状況 (固定資産台帳に掲載されてしヽな
ュ■の)
:協会0実態調査 (2000年度)によると、調査対象事業所全体の約20%力 t建

物を賃費惜契約してし
)る
」ただし、オーナー (撃事)が腎税売上

1009万甲
以下の免税事業者かどうかによって、消費種が義される場合と課されなぃ場合

がある。また、消費税が課される場合も、非課税となる住宅の貸付け3「分と課

税となる役務の提供部分に関してはそれぞれに係る対価の額を合理的に区分す

るものとする (消費税法基本通達 卜13-6)と されているが、担当者の解釈によ′

り、実態として合理的に区分されていないくすべて課税対象としてみなされる)

こともあるようである。

2 消費税引上げへの対応に関する意見 1
介護サTビスは公共性の観点から消費税が非課税とされているが、仕入れに係る消費

税は課税扱いとなpて いる。消費税率引き上げに際して、仕入れに係る税額が適正に転

嫁されず、介護サービス提供章業者に新たな負担が生じないか懸念しそぃる。     
‐

特に、認知症グループホーム全体の0割以上が,ュニット以下の小規模事業体であり、

建物や建物付属設備等の保守1修繕や福祉機器の購入等高額な投資に伴う消費税負担は、

経営の深刻な圧迫要因となりうる。

介設サービス提供事業者の経営の安定化の観点から、介護サービス提供事業者に消費 ■

税率引き上げに伴う新たな負担が生じないよう、高額な投資に係る部分の実態調査及び

介護事業経営概況調査の結果を適正に分析した上で、介護報酬の消費税分の適正な上乗

せlL3の設定友び個男1の状況に応じた交付金等による高額な投資への

“

慮など介護サ∵ビ

スに係る消費税の適正な負担のあり方について、十分検討していただくようお願いした・
い 。 .   :             

′    `

なお、その際、介護ザービスの公共性の観点も踏まえた上で、利用者の負担増となら

ないような配慮1こついそもお願いしたい。

介護保険サービスに関する消費税の取扱いについて(意見 )

公益社団法人 日本看護協会

消費税引上げへの介護分野における対応については、介護保険サービスの安定した

供給が妨げられることのないよう、サービス事業者の負担増に配慮し、所要の支援策

を講じるよう要望いたします。

特に、これから地域包fケア?基盤となる訪問看護等の居宅サービス、複合型サ,
ビス等の地域密着型サービスについては、中小規模の事業者が多いこと、今後の普及

整備に伴い高額投資の発生が見込まれることから、実態をふまえた税負担の軽減策が
必要です。

以下、ヒアリング項目2点について意見を申し述べます。

1:「介諄サービス施設・事業蟻 備蜘 こ関する調査」(案)について

介護サ■ビスにおける開設主体の多様性や適用される税制の違いをふまえ、開設

主体別の分析が可能となるようt抽出率を上げて十分な調査客体数を確保すべきで

はないか。

2.消費脱引上げへの対応にい

1)「高額投角 部分への対自こついて                ｀

「
嵩懸磁募

=亀

轟鮒l:ぷ:輩rttltti僚亀塩覇群議[高;『 :

介護保険制度において支援措置を講じるべき。
また、「高額投資」の定義については、単純に資産の取得価額の大小ではなく、
サービスごとの事業規模の違いを考慮し、資産取得価額の保険収入に占める割合と
して把握すべき。          1

2)介護報酬への反映について        ｀                1
‐  次回報酬改定に向け、消費税引上げ分をカロ味した介護報酬の調整については早 

′

_期 に方針を明確にし、国民理解を深めるための情報発信や相談窓口設置を行 うべき。

3)報酬改定時期の見直しについて

消費税引上げと介護報酬改定時期のずれに伴う事業者負担、さらに読間看護な

どの医療保険・介護保険双方に関連するサービスの事務負担増を考慮し、次回介護
報酬改定については前倒レ等の対応策を検討していただきたい。

: 1
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介護保険サービスにおける消費税の取扱い等について (意見)

平成24年 12月 4日

全国健康保険協会

理事長 小林 剛

0 医療保険における消費税の扱しヽこついては、平成元年と平成9年の消費税引上げ時
において、高領な設備投資の場合とそれ以外を明確に分けず措置してきたが、「社会
保障の安定財源の確保等を図る税制Q抜本的な改革を行うための消費税法の一部を
改正する等の法律」において、「医療機関等の仕入れに係る消費税については、診療
報酬等の医療保険制度において手当をする」ことが規定されている。

O 一方、介護保険サービス|,おける消費税の取扱いについては、法律上特に規定され
ていない。また、介護保険給付費分科会においては、高額な設備投資への消費税対応

についてtその必要性を含めて何ら議論が行われていない。

O したがって、介護保険サービスに対する消費税の取扱いについては、高額な設備投
資べの消費,対応を含めて、まず|よ 介護保険給付嚢分科会において検討すべきであ
る。

また、検討に当たつては、介護保険サービス提供者に対する税制優遇措置や補助金、

政策融資等の効果を踏まえる必要があると考える。

介護保険サービスに関する消費税の取扱いについて(意見 )

.                     平成 24年 12月 4日

健康保険組合連合会

理事 高智 英太郎

1 実態調査を含む消費]率 引上げへの対応について

0「社会保障の安定財源の確保等を図る税tllの 抜本的な改革を行うため

の消費税の一部を改正する等の法律」では、高額投資に関して、「医療

機関等における高額の投資に係る消費税の負担に関し、新たに一定の

基準に該当するものに対し区分して措置を講することを検討し～」と

規

=し

ており、医療と介護を同様に取り扱うとするIE述はどこにも見

あたらない。この点を踏まえると、介護給付費分科会介饉事業経営調

査委員会において先行する形で、高額投資の実態調査の議論が進めら

れていることには違和感を禁じ得なしヽ。

O本 年、9月 7日 の「調査委員会Jでは、中医協にお1ナる消費税負担に関する

議論の動向を踏まえながら、介置においても医療と同様の調査を行うことに

ついて議論が行われた。しかしながら、同日の介餞給付費分科会では、介護

保険サービスに関する消費税の取扱い等に係る検討の進め方は「報告事項」

として取り扱われたに過ぎず、介證給付費分科会での実質的な議論は、まっ

たく行われていない。           `

Oしたがって、介護給付費分科会において、介護保険における消費fjt課税の

実態調査の準め方や方法を含め、介饉報酬における,肖 費税引上げへの対

応等についての議論を進める必要がある。

-1-
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2 次期介護報酬改定について

0現 在、第 5期 介護保険事業計画に基づ く介饉保険料が設定されている

が、同期の保険料については消費税率引上げの影響は加味されていな

い。そのため、平成 26年 度に介霞報酬を通 して消費税引上げに係る対
｀
応を行えば、保険料の再設定が必要 となる。加えて 27年 度には、3年

に一度の通常の介護報酬改定が行われることか ら、2年連続で保険料

見直 しの対応が求められることとなる。こうした保険者の負担回避も

考慮すべ く、次期介震報酬改定の実施時期について検討を開始すべき

である。

〈
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FlIItt E憲 機関●における消費税ilBに関する分fl含貧丹 Hヽ2`]031′ ′

消費税の経費処理(lii抜経理方式)

【例]消贅説■5%、 課税売上llltt10%、 合計20億円(税抜さ)の設彎投資をtr●た場合

設備投資総観に対する消贅税1●|百万円のうち、481売■割合である1“分の10百万円が説菫控餘

残りの非課税売上割合である90Xの90百万円が控除対象外,H贅■(繰工消費観として資産計上)

繰延消費■の90百万円X12/60X1/2(初 年度のみ)=9百万円を置卸

次年度以降は,0百万円 X12′ oO=18百万円
'個
却

に,課Bli■●llttSO"

711」

【0)

,030    70m

'ハ"     S Oll
●):     tl● l

(■ 2'       (▲
`)

菫全

口,

(壻贄ll●″分
'晰●金II

二人実効瞑暉
`Oヽ

(法人,効蜃鶴二少分)

■位:百万円

:1‐      ●1         ,■
1_二 1_二____― ―  ――‐―‐―

Ｏ③

前提 :消費税率5%、 法人実効税率40%、 総額20億円(税抜き)の

げ卸
可歩弩卵

:轟
1も

-2-                                                           所,奎
“
           卿ヽ    1980

言人動晏
“
"      "1 

・  "'2
′                                                (彗 人■勁瞑饉■少分)     (▲ 4)    (▲ 0)

ittl纂
醜 ]:′‐噂___警 曇彙憲量I数im

所f■ttE1            1.991     1,982

法人実効税■ 0%         7964     79■ 3

(法人実効摯観減少分

'     (▲
36)   (▲ フ2)              ‐

●●:百万円



【参考】医療機関等の法人税率

株式会社、一般社団法人,一般
A 財回法人 公荼社団法人(xl).

/4・姜財団芦人(xl)

B 医療71人

0 特定区僚法人(※ 2)

|:,1蜜層壼重炎
∝°ヽす校1人、

日(地方公共団体、独立行政法人        非課碑  :
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"IIEX諄
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24 10 31

第 3回医療機関等における消費税負担に関する分科会 (平成24年 3月 30日 )

における委員の発言 (宿題事項関係抜粋 )

0西澤委員

この資料 (※ )は滅価償却とか法人税での戻りがわかるのですが、もう少し詳しく言え

方、公立病院等は法人税を払つていません。そのような病院はどうなるのかということを

比較の上で出していただきたい、又、非課税売上部分に関してだけの説明ですが、ここに

非課税割合とか課税割合が書いてありますが、課税割合の方の処理の仕方、これは当然そ

の分は丸 税々金が還付のはずですから、そういうことを含めてわかりやすい国にしたもの

を1回見せていただきたいと思tヽます。いわゆるキャッシュフロニがそれぞれでどう違う

※第.3回分科会資料 4「消費税の

“

０

　

¨

″
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100%のとき、あるいはその中間の3つの例ぐ

らいて、今、書ったようなことをお示し臨えればと思います。

■ :槙金
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消費税の経理処理について 【参考】消費税の経費処理(税抜経理方式(2)―①)
(2)―①

上記{llに該当しない場合には、                次に掲げる方法によつて槙金の観又は
必要経費に算入。
イ法人税

繰延消彙税額等を60で除し、これにその事業年度の月取を乗じてll算した金額の範囲内で、その法人が損金
経理した金額を損金の額に算入。なお、その資産摯 得した事業年度においては、■2によってII算した金額
の2分の1にIE当する金額の範囲内で、その法人が損金経理した全螢を損金の観に,入。口
脚 法■も同様の取赫。ヽ '
酬 版 f245な 酬 社 割(≡2)品 醐 薇∋ρ蹴 投姜齢 つた場合  l
機械の消■税1。。百万円のうち、非課税売上割合である25%の 25百万円が繰延消費■
繰延消費税の25百万円X12760X4/2(初 年度のみ)=―
次 年度以降 は 25首 万 円 X12/60‐ 5百万plを僣 却

(税抜経理方式と税込経理方式)
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【参考】消費税の経理処理 (税抜経理方式(η )

(法人税法施行令(昭和四十年二月二十一日敗令第九十七号))
1 税抜経理方式を採用している場合(消費税の口を区分して経理する方法)

h薙だ菫女α響
イその事業年度ヌほ年分の課税売上割合が臨 以上であること。
口鶴卸資産に係る控除対象外消費税標等であると ,
パーの資産に堡う控除対象外消■■撃等

が20万円未満であること
,

【例】;1費学薫5'、 課税売上割く要Z〉0億円(摯抜き)の設橋投資を行つた場合

0機械の消費税loo百万円のうち、非課税売上割合であるll1/.の 10百万円を一括償却

ヽ

取引の対価の額と
消費税等の額とを
区分して経理

損金

(消費税償却分)

所得金額

ま人税〈税●5い )

(増減)

¨
　
呻
　
一
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上記(1ソこ麟当しない場合:こ Iす、「燿肛消書
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彗
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τ管産‖卜1 次に掲げる方漱によつて損金の饉又は

【参考】消費税の経費処理(税抜経理方式(2)―②)

イ 法人税

麗魔鯉職躙:1■懸〔T錢鼎冒躍葛[鯨署1躙翼驚[議
の2分のJこ相当する金薔の範囲内で、その法人が損命経理した金額を■金の額に,入 .
口所得BI
所得税法■も同様の取り扱い。

.101】
消費税45%燎税亮

頭 亜E〉億円(税義つの設,投資を行つた場合

援機9消費税ュ00百万円のう|、非課税売上割合である,0%の 90百万円が繰延消費税
繰延消費税の90百 万円 X12′ 60 X l1/2(初 年度のみ)=,百万円■僣却
次年度以降は9q百万円X12/60‐ 18首万円を僣却
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【参考】消費税の経理処理(税込経理方式)

2:  瀑継理方式を採用してし、る場合(消彙税の額を区分しないて経理する方法)

0■費税等込みの価額が取得価額になつて、償却期間に応して澪価償却   :

【例】消費税率5%、 償却期間5年、21億円(税込み)の設備投資を行つた場合、

021億円(税込み)の設備投資にもき、毎年4却百万円の滅価償却
内訳は、、
・ 機械の償部分が毎摯 ∞百万円
・ 消費税の償却分が毎年20百万円 |

診調組 税 -2-1
24 10 31

医療機関等の行う高額投資に係る消費税負担の状況把握に関する調査専門チ A
縮

羽F24年 10月 31日

中央社会保険医療協議会の診療報酬鵬査専門組織・医療機翼等における消費税負担こ関する分

科会におして、医薇機関時の輌う高饉投資に係る消費税負担の状況について、予備的開査を行い、

今後実施する本調査における調査事項の担握、課題0-び 耐査票・調査方法等の検討を行う
ため、医療機関等の行う高額投資に係る消費税負担の状況倒囲,関する調慶専門チーム (以下鴨

査専門チームJ)が設置された (男1紙 :メ ンバー脅L助。
これまで、第 1回 (平成24年 9月 26日 )、 第2回 (高年 10月 9日 )(第 1回 (同年 10月 24

日)と計 3回に亘つて議論を行つたところ、調査詢周チームとして,以下のとおり本調査を実施

するのが適当ではなしい との結論を得たので、報告する。

調査専門チームでは,医療機関等における設備投資等の状況1職し、医療機関等43施設(病
院 13据娑 ―撃診療所 10施設、歯科診療所10搬、期 10鯉Dの設膿 等につじt、
それぞれ平成23年寝つ固定資産創脚櫛 されている刊成14年 4月から平成24年 3月まで

の 10年分のデニタのほか、追加的に各種データを取算し、以下のとおソ、その趨勢の分析を
行つた。

1 総取得価額及び総件数で見た全般的な傾向 て固定資産台帳から得たデータ)

病房は、
…

歯科診療所及び剰げと比較して、過去10 7Elにおける機取得輌祖及
び総件数ともに圧倒的に規模力吹きい(表 1)。 また、病院、一般診療所、歯科診療所及び剰局
のいずれにおいても、施設ごとの総取得価額と総件数には概ね比例関係があると言える釈況に

なっている 01)。

1    撃 欄 轍 織 黒 脚 I∬ 1棚 槻
円以上0,仰0万円未鱚にあり 0.∞0万円未満は7臓い、総件数は、最も多い施毅で137仁 中心となるのは
10数件から∞― 、最も少なしヽ嗣設は2件である。
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は 1)躙疵14年 4月～24年 3月の円に取得さ̈ 施設ごと

―

中

※土地の取翻よ消費側圏 であるた●H」■していなしヽ

(回 1)施設ごとの総件薇 鸞取褥価湖0分布

過去 10鋼間における責節 取得機況にっいて、1件当たり取得価額で見ると、病げは、1

億円じJにを含め相対的に金額の高いものを多数有する一方、総件数では相対的に少額な500万

円未満のものが大部分を占めている。一般診療所、歯科診療所及嘘轡詢|、 1億円以上のもの

1褒剰局に1件、■000万円以上1億円未満のものは歯科診療所に1件及U籠剰剛こ1件あるのみ

であり、病院と比較して取得価額の高い資産が少ない (表 2)。

なお、病院における1件当たりの取翻洒顧が 1億円以上のものは、25億円以上 30億円未満

が1件、15億円以上 20億円未満が3件、5億円以上 10億円未満が8件、1億円以上5億円未

満が94件となつており、資産種別では「建物〈Юl「器械備品∞」I珈 している (表 3)。

(表 2)躙,14年 4月～24年 3月の間に取得された闊劇区分 (―件当たり取網輌詢 ごとの■産の状況 (その ll

※土地0取徹蒻肖m期冊 でぁるため計上していない。

: 病開こおいては 1件当たり1億円以上の資麟 卿 の07%であるのに対し (ただし、融 翻nいペース
では全体の4596B)、 1件当たり51●万哺 の責産が総件数の38%を占めている。
( 
■餃診彙脈 歯‖診療所及蘭 においては、いずれの施設も500万円未満の資産嗣閣用檄,9091以上を占
めている。

, `由
"い
簾所 o凛,「

~~~~~~~~~‐ ―――――



(表 3)判t14年 4月 ～¬
'24年

3月に取得されチ駆 分 0伴当たり取日固Ю ごとの胸 状況 (その 21

(相帥 lョ鵬綺な■al●■目)

※ i動jには■口劇路を、「働 にはじ車場・倉庫等を、「器機備品」にはE痢鼎翻脚拙 とその他

翻 編 論 帆

※土地の取御ま消費説扉標脱であるため計上していない。

3 資産種別で見た傾向 (固定鶴 帳から得たデ‐夕)
過去10年間における施設ごとの設備般資等を固定資産台帳上の記載に応して

'動
 {Ю」「構

築物 (x)」「器械備品 (xl」「瓢 ゝF・/フ トゥェアJ「その他」の資醐 ‖こ区分すると、続 は、

いずれの施設においても「動  「構築物J「器精備品Jに大きな金額を投資しており、二件当
たり取得価額では「建物Jの取得価額が、件数では嚇 備品Jの件数が大きくなっている:
一般診療所、歯科診療所及び剰げにおいては、「建物J慟 」については相対的に大き
な金額を投資している施設と全く投資していない施設が混在している。一方、噛 備品」に

ついては件数・金額にばらつきはあるものの、どの施設も一定の投資をしているは 0。

(壺0¬,14年 4月～平成24年 3月に取得された魔産口別ごとの理
※
識 鯛 Pttr_」 甲

朝・
警
な「蹴

～

出 醐 岬 と摯

※土地の取mt7H■観J離税であるため計上してし唸い。

6「建物」はt約 4800万円～約62億円、42件‐227亀 鰤 Jは、約 1511万円～約3億 70∞ヵH.1件
～27儡「騒制熙詢 は、約1.900万円～約76億 7.500万鳳

"件
～3191件 .

。 「EDjlよ 最も高饉て約1億 2∝Ю万円、最も多し続殿で23亀 rth」 は 最も高額で約000万円、
最も多1咄鰯● 14件.喘囀幅品」は142万円～約1億 7.411万円、1牛卜 166礼
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4 社会保険診療 (調lll収入と資産の総取得価蔵との関係について (固定資産台帳から得たデ

資産の総取師 離 会保―   (調抑 収入に占める割合 (相対率)で線引きする考え方

(後述工の1(2)参 照)について議論があったことから、社絵螺線影療 (調割)収入と資
産の総取得価額の関係について調査した。ここでは、資産の総取得価額については、総収入に

社会保険診療 lpl)収入が占める割合 (平成23年度分。以下 r保麟 輛脚D収入割合J
という。)を乗ずる処理をした。

(1)平成23年度の保険診療 (調剤)収入」恰

鰍 一般診療所、歯科診療所及び薬局いずれも概ね 30%台以上であり、特に薬局は

平均値が98%と ほぼ10096に近くなっている (なお、一般診療所の中には、保険診療 (調

剤)収入割合力tla対的に低い施設がある。)(表 5の「B■ A」 の欄参照)。

(2)資産の総取得価額力■会保険診療 (調囲)収入に占める割合 (相対率)の過去 10年の
「平均値」

過去10年間の資産の総取得価額の社会保験診療 (調剤)収入に対する割合の「平均側

を見ると、資産の総計では、病院及び歯科診憲所は4.5%前後、一般診療所及び薬局は2%

前後となつている。資産の種別ことでは、病院:歯科診療所及U喋局は「MI及 び r器
械備品」の割合が相対的|ネきく、一般診療所は口器械備湿出の割合が相対的に大きい (表
5)。

(3)資産の

“

島哺胴哺助

―

lul)収閃 こ占める割合 lla対率)の過去 10年の

「11ソ kJ檜[ra■

過法 10年間の                lbl)収 入に対する割合の「年次推

移」をそれぞれについて見ると、以下のとおりである (図 2～図5)。

・ 病院r■ 総計では、年度lFよつては50%に違するものがある一方、10%以内に収まつ
ているケースが大半を占めている。瑕麟勿」のみを取り出した場合には、4096に達するも

のがある一方、5～ 10%以内に収するケースが大半であり、「器被備品」のみを取り出し

た場合には、20%に違するものがある一方、5%程度に収まるケースが大半である(図 2)。

・ ―穀診療所は、「建物」11ついての投資があつた場合には全体の率が30%程度l_跳ね上
がるケースがあり、また、「器械備昴」に対する投資により15%倒曳に跳ね上がるケース

があるが、全体的には10%程度に収まるケースカ状半である (図 31。

1 歯科診療所は、印轡勿」を新築したケースが2件ほどあり、振れ幅が大きくなつている

(図 4)。

薬局は、曜聾勿Jについての投資があつた場合に比率力制lh■がっているが、全体的に

は5%程度に収まるケースカ状半である (図 5)。

は 5)訥嗚23鋼郵り潮 uttt確じ線験診薇 lmD O次と、平成14年 4月―平成24年 3月に取得された資産

種別ごとの投資額との関係 (その1)

※曜曽加 に〔留引目設備を含み、「蹴 品Jに 1よ自由鼎器日
=品
とそい を含む。

X=地の取翔書肖■説非課説であるため計上していない。

※控餘対象外消費観つ状況をleBIるに当たり、当該資産の用途について、消

…

ある社会保

険診猥 mの 場合と、そ0他の課税されるサービスの場合とを区分し、螢者に係る投資額部分を除く
必要がある。このため、年間平均とするため10年分の取日罰麟総額を10で割つた上で、鯉 13社会保

険診療 (膀剤)収入が占める割合 (保険診薇収入密0を彙じた。            ‐
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